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要旨 ： 文部科学省 「大都市大震災軽減化特別 プ ロ ジ ェ ク トn （震動台活用に よる耐震性向上

研 究）」では，独立行政法人 防災科学技術研究所 の 「実大三 次 元震動破壊 実験施設 （E −Defense）」

に よる最初の 鉄 筋 コ ン ク リー ト建 物実験 と して ， 実大 6 層耐震壁フ レーム 構造の 震動実験を

実施 した。神戸海洋気象台観測波 （1995）による加振に対 し，1層短柱の せ ん 断破壊 と連層

耐震壁 の 壁脚せ ん断す べ り破壊に よ り試 験体は大破 し，さらにそ の 後 の 余震想定加 振 に よ り，

1層長柱も曲げ破壊 し 1層の 層崩壊に 至 っ た。本報で は ，そ の 実験の概要 に つ い て 報告す る。
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1．は じめ に

　独立行政法人防災科学技術研究所は ，2004 年

10 月 ，兵庫県三木市に 「実大三次元震動破壊実

験施設 （通称 ：E・Defense ）亅 を完成 させ ，2005

年 10 月 よ り本格的な運用に入 っ て い る。

　E4）efense は世界最大の 3次元震動実験装置 で

あ り， そ の震動 台床面積 20m × 15m ， 試験体の 最

大許容高 さ 20m ， 最大搭載質量 1，200tで ある 。

1
，
200t搭載時 の 震 動台水 平方 向 の 最大加 速度 ， 速

度お よび変形はそれぞれ 9．Om ／sec2，2．Om ／sec お

よび LOm で あり，垂直方向の最大加速度，速度

お よび変形 は 15，0m 〆s 
2

， 0，7m ／sec お よび 05m

で ある 。 した が っ て ，E−Defenseを用い るこ とに

よ り非常に大きな地震動 入 力に よ っ て実大中層

鉄 筋 コ ン ク リー ト構造物 を崩壊 させ る こ とが 可

能 となる。

　文部科 学省 「大都市 大震 災軽減化 特別 プ ロ ジ

ェ ク ト （大大 特）II．震動台活用に よる耐震性 向

上 研 究 」
1）
で は ， 2002 年 度 よ り行 っ て き た

E−Defense震動実験 の 予備研 究と して の ，縮小 モ

デ ル の 震動 実験 ， 静的お よび動 的載荷に よ る 部

材性能実験 ，部材解析モ デ ル の 開発，特 にせ ん

断破壊後の 軸崩壊 挙動の シ ミュ レーシ ョ ン など

の 成果 と ， 現在考え られ る研 究課 題 を吟味 し ，

2005年度 の E −Def6nse震動実験の 試験体 と して 6

層鉄筋 コ ン ク リ
ー

ト造壁 フ レーム 構造物を選択

し，2006 年 1 月 に E・Defenseに よ る 震動実験 を

実施 し た 。本報 で は ，そ の 実験方法お よ び 実験

結果の 概要 に つ い て報告す る。

2．実験の概要

2．1 実験計画

　 2005 年度 の E・Defenseに よ る 実験で は ，最初

に行 う実大規模実験 と して ，以下の よ うな要求

項 目が挙げ られ た。

　（1）試験体は 「実大 」 「三次元 」 と し， E −DOfense

　　 で しか できない 規模 とす る。

　（2）構造物 の 崩壊 まで の 過程 を対象 とす る 。

　（3）長期 的 な実験 シ リーズ の
一

部 とす る。

　（4）研 究本意 の みな らず ， 民間 に耐震設 計 の 重

　　 要性 を啓蒙 で きるもの とす る。

　 大大特鉄筋 コ ン ク リー ト建物実験委員会 （主

査 ：壁 谷澤 寿海 ）では，上記 の 要求項 目 と，現

在 の 鉄 筋 コ ン ク リ
ー

ト造建築構 造物 の 耐震工 学

に お け る
一

般 的な研 究課 題 を吟 味 し た 上 で ，

2005 年度に行 う E・Defense震動実験の 試験体 と

して，実大 6 層，長手 3 ス パ ン ，短手 2 ス パ ン

とい う規模 を選択 し ， （1）整 形 な建 物 ， （2）壁 プ レ

＊1 独 立 行政 法人防災科 学技術研 究所兵庫 耐震 工学研 究 セ ン タ
ー
　博士 （工 学）

＊2 国立大学法 人東京 大学地震研 究所教授 　工 博　 （正 会員）
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一ム 構造，および （3）既存の 比較的脆弱 な建物 を

対象 とす る こ と とした 。震動実験の 研 究 目的 と

して は，特に ，以 下の 項 目を設定 した。

　（1）ほ ぼ整形だが耐震壁，短柱，長柱が混在 し

　　 てやや 複雑な 3次 元挙動 ，崩壊過 程の 実験

　　 的な解明 。

　（2）動的な 効果 に よ るせ ん 断力 上昇 と変形増

　　 大 に よ る せ ん 断 耐力 低 下 に 起因す る層崩

　　 壊 の 再現。

　（3）耐震壁 と柱 の 負担せ ん 断力を計測 。

　（4）部材 の 耐力 低下 ， 層 降伏 な どを含む崩壊過

　　 程 （ポ ス トピーク）を最新 の 解析 手法 に よ

　　 っ て再現可能で あ る か ど うか の 確認。

2．2 試 験体の 形状

　 試験体 は 6 層 構造物 で長手方向 （Y 方向）は 3

ス パ ン，そ の 直交方 向 （X 方向）は 2 ス パ ン と

した。試験体 の 基準階伏図お よび軸組図 を図
一1

に 示す 。 全景写真を写 真一1 に 示す 。

　 実験結果か らよ り多く の 知見 を得 る こ と を 目

的 と し て ， 1 つ の 建物 に性質 の 違 う複数 の 構面

を混在 させ ，各 構面 にお い てそれぞ れ異なる損

傷 ・破壊性状が観察で きるよ うな計 画 と した ，

す なわ ち，試験体中央部に は長手方向に 1 層か

ら最上 階ま で 塊界梁 を介 し た 連層耐 震壁 を配 置

し た 。また，長 手方向 の 構面 の うちの 1 構面 の

梁に腰壁 を設置する こ とで ，柱 の 内法高 さを短

く し，比較的脆性的な柱の せ ん断破 壊 を可能 に

した 。 直交 方向 には外端構面 の 中央に 1 層か ら

最上 階まで 連層の 袖壁 ，
ス パ ン 中 間には袖壁の

側柱 と して 問柱を配置 し，直交 方 向 の フ レ
ーム

変形 を拘束 して い る。

柱 は ，全層す べ て 共通 で，断面 を 500　× 　SOOmm ，

主筋 を 8−Dl9 （全鉄 筋比 0，92 ％），横補 強筋を

2−DlO＠100mm （横補強筋比 0，29％） とした 。 梁

断面は部位 ごとに異な るが ， 2 階梁で は断面を

300× 500  ， 主筋は上端を 3−D19，下端 を 2・Dl9

（全 鉄筋比 0．96％）， 横補強筋を 2−DIO＠200mm

　（横補強筋比 O．24°／． ） とした 。

　 連層 耐 震壁 お よび袖壁 で は ，壁板の 厚 さ を

150  ，壁筋は縦横 とも DlO＠300mm をダブ ノレ

配筋 （せ ん断補強 筋比 α32％） と した 。 腰壁 は

高さを 1，000mm ，壁板の 厚 さを 120mm ， 壁 筋は

縦横 とも DlO＠200  を シ ン グノレ配筋 と した 。

床 ス ラブ は，厚 さを 2〜6 階で 150mm
， 最上 階

の み 190  と し，上 下 と も D10＠100mm と した。

2．3 試験体の 重量

　計 測用 治具 類を含む試験体の 計算重 量は ，各

階 L23MN ，1層柱 よ り上で 7．35MN で ある D

写真一1　 全景

2．4 材料特性

コ ン ク リー トの 設 計 基糊 蜘 帆 一18　Nfrnm2

と した 。た だ し，加 振 当 日 の 圧 縮強度試験 結果

は，1層 で 31．7　N／mm2 ，6 層で 22．8　Nノ 
2
で あ

っ た。鉄 筋は，D16 以 上の 異形鉄筋は SD345 と

し，Dl6 未満の 異形鉄筋は SD295 と した。

2．5 試験体の 設計

　試験体は 1970年代当時の
一

般的な構造設計 手

法に よ り設計 され た鉄筋 コ ン ク リ
ー ト構造物を

想定 し，1975 年版の 鉄 筋 コ ン ク リ
ー

ト構造計算

規準 ・同解説，お よ び 1970年代当時 の 建築基準

法 ・同施行令 に原則 として従 っ て行 っ た 。

　柱お よび 大梁の 断面算定は 曲げ理論 と許容応

力度設計 に基 づ い て 行 っ た 。各断面 の 配筋は ， （1）

長 期荷重時ラ
ーメ ン応力 の 算定 ， （2）地震荷重時

ラ
ー

メ ン 応力 の 算定，それぞれか ら得 られ た応

力か ら柱 ・大梁の 断 面算定を行 い ，こ れ らと（3）

必 要最小 限 の 鉄筋量，の うち最 も鉄筋量 の 多い

断面 を採 用 した 。
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一1　試 験体の 基準階伏 図および軸組図 （つ づ く ）
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（6）X3 通 り軸組 図

試験体の 基準階伏図および軸組 図

　腰壁に つ い て は ，荷重 の みを考慮 し ， 剛性 ・

耐力 へ の 寄与は無視 した 。X 】通 りお よび X4 通 り

の 袖壁 は構造部材 と し て 考慮 した ．

2．6 基礎の形状

　 1 層の 柱お よび壁 の 負担せ ん断力 を計 測す る

た め，連層耐震壁お よび 袖壁 付 き柱 の 下 の 基礎

梁 の 下 に ロ ー ドセ ル を 設 置 し た 。負担 せ ん 断力

を分 離す る た め に，X 方向の 基礎梁を設 けず ，　Y

方向に っ い ても ，
X2 通 りの Yl・Y2 間お よび Y3−Y4

間には基礎梁 を設 けて い な い 。

　基礎部詳細は本稿で は割愛す る。

2，7 仕上 げ ・非構造部材

　試験体 の 2 階と 5 階 の
一

区画 で は ，非構 造壁

の 設置 と内装お よび外装の 仕上 げを施 して い る。

こ れ らに つ い て ，本稿で は 詳細 を割 愛す る。

2．8 計測計画

　震動台テ ーブ ル 上 に設置 した鉄骨計測架構 に

対す る 2 階床 の 変位 ， 各層 の 層 間変位，部材の

変形，鉄筋 の ひ ずみ ， 基礎部 に設置 し た ロ
ー

ド

セ ル による軸力 お よ び せ ん 断力，各階床 の 重心

位置の絶対加速度な ど ， 合計 888 成分 の 計測を

行 っ た。サ ン プ リン グ周波数は 1kHz と した。

3，実験結果の 概要

3．1 加振内容

　 主な地震波入 力加振 の 内容を表一i に示す。各

加振 とも神戸海洋気象台観測波 （1995）を用 い
，

振 幅倍 率を変 えて順次入 力 した。実験にお ける

加振 方向は，水平 2 方向＋鉛直方向の 3 方向で

あ る が ， 主 た る加振方向 （最終的に破壊 させ る

方向） が試験体 の 長手 方向 （Y 方向）とな るよ

う，原波の N45W 方 向を試 験体 の Y 方向 に，N45E

を X 方向に 入 力する こ とと した。振幅倍率 IOO％

時 の 入力加速度を図
一2 に示す。なお，地震波形

の 再現性 を高めるた めに ， 各 加振 は繰 り返 し入

力補償法 と 呼 ばれ る 加 振方法 と した た め，目標

の 40％ レ ベ ル の 試加振を本加振 の 前に 2 回ない

し 3 回 ほ ど行 っ て い る。

　 同表に は ，Y 方向に っ い て ，目標最大応答加

速度 と震動台 テ
ーブル で計測 され た最大加速度

の 比 較も合わ せ て 示 し て い る 。 なお，表 中に 示

し た 波形誤 差は 式（1）に よ る。

　　　e − （Σ晦
一A 、g、）

2
！Σ鳧 ，

2
）・ 100（％） （1）

　こ こ に，A ，sp ：応答加速度時刻歴波形 （m ／secう，

Atgt　l 目標加 速度時刻歴 波形 （m ／sec2）で あ る 。
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表一1　 地震波入力加振の内容

加振

番号
実施 日 地震波名称

振幅

倍率

X 方向 目標

最大加速度

Y 方向 目標

最大加 速度

Y 方向計測

最大加 速度

波形

誤差

12006 〆Ol！07 5％ 0．279m 〆sec0 ，423m ！sec0 、469m ！sec14 ％

22006A ）1！07 10％ 0．560m 〆sec0 ．847m ／sec0 ．916m ！sec21 ％

32006 ／OlllO 25％ 1．40m ！sec2 ．12m ／s   2．99m ！sec40 ％

42006101111
神 戸海 洋 気象台

観測波 （1995） 50％ 2．80m ！sec424m 〆sec4 ，74m ！sec32 ％

52006101113 100％ 5．60m ！sec8 ．47m ／sec11 ．40m ！sec39 ％

62006 ／OI／16 60％ 3．36m ！sec5 ．08m ／sec5 ．40mlsec38 ％

　すべ て の 加 振に お い て ，最大加 速度 は 目標値

を大 き く上回 るが，これ は短 周期成 分 に よ る も

の で ある。しか し ， 試験体の 塑性化後の 波形誤

差 は 40％程度 と小 さい 値で はな く ， 実 際に入 力

された地 震力 に つ い て は今後詳 しく検討 す る必

要 がある。

　各地震波入 力加振 の 前後 には ， ラ ン ダム波 （周

波数成分 O．1〜40Hz ，最大加速度 20　cm ／s2程度）

に よる周波数特性把握加振 を行な っ た。

図
一2　振幅倍率 100 ％ 時の 入力加速度

W

3．2 損傷経過

　各 加振 におけ る概況は以下 の とお りで あ る。

1）加 振 1 ： ひ び 割れ の 発 生 は 見 られ なか っ た。

2）加振 2 ：X3 通 り長柱お よび X2 通 り連層耐震

　 壁 側柱 の 1層柱脚で 曲げ ひ び割 れが発 生 し た 。

3）加 振 3 ；各階梁端で 曲げひ び 割れが発生 し た 。

　 被害は軽微 であ り ， 貼 付 した歪 み ゲージに よ

　 れ ば鉄筋 の 降伏 は見 られ なか っ た。

4）加振 4 ：柱端 ・梁端 の 曲げ ひ び 割れが多数発

　 生 し，X ］通 り腰壁 付短柱 の うち，柱 XIY2 お

　 よび XIY3 では，腰壁が取付 く高さ付近で曲

　 げひび割れが発 生 した。X2 通 り連層 耐震壁 の

　 1 層 でせ ん断ひ び割れが発 生 した 。 残留ひ び

　 害1亅れ幅は 0．2  で あっ た。側柱の脚部で は鉄

　 筋 の 降伏 が 見 られ ，
ジ ャ ン カ 補修モ ル タ ル の

　 剥離 ・圧 壊が見 られ た。

5）加 振 5 ：Xl 通 り腰壁付短柱の うち，　 XIY2 柱

　 お よび XIY3柱で は ， 短柱部でせ ん断破壊 し，

　 軸方向に約 40  の 沈下が生 じた。X2 通 嗹

　 層耐震壁 は ，
1 層脚部 で せ ん 断す べ り破壊 し，

　 壁パ ネ ル 部脚部 で は コ ン ク リ　
一一

トの 崩落 に

　 よ り壁 の 向 こ う側 が見え る状態 に な っ た 。 斜

　 め の せ ん 断ひ び割 れ 面 で の 大 きな残 留ず れ

　 は生 じる こ とはな か っ た 。 加振後 も試験体は

　 自立状態で あ り，全体的な鉛直支持能力は 失

　 わ れ て い なか っ た 。

6）加振 6 ：加振 5 で せ ん断破壊 した XIY2 柱お よ

　 び X 亅Y3 柱では鉛 直支持能 力 が完 全 に失われ

　 る程度ま で破壊が進行 し，XIYI柱で は柱頭側

　 で接合部破壊，X 】Y4 柱で は 腰壁が 分離 し腰壁

　 高さ付近 で柱がせん断破壊 した ， X2 通 り連層

　 耐震壁 は，1 層脚部で滑 りを生 じ る性状を示

　 した。X3 通 り長柱は，い ずれ も 1層脚部で 曲

　 げ圧縮破 壊を生 じた 。 Xl通 り側 の 2 階床 の 沈

　 下量は 100mm 程度に達 し，試験体は崩壊寸

　 前であ っ たが辛 うじ て 自立状態で あっ た。

3．31 層せ ん断カ ー2 階変位関係

　各階床 の 重心位置の 各加 振方向の 加速度 の 計

測値 と各階 の 質量 の 計 算値 をも とに 1 層せ ん断

力を算出 した D 各階 の す べ て の 質量が ，加速度
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の 計測点 に集 中するもの と仮定 した 。 1層せ ん断

力 は，各階に働 く慣性力の総和 と し，減衰力 は

無視 した。1 層せ ん断カ
ー2 階変位関係 を図

一3

に示す。

　加 振 4 以前 で は ， 剛性 の 低 い X 方 向 の 変位 の

方が大き い が ， 加振 5 以 降に X 方向お よび Y 方

向 の 変位量 の 大小 関係 は逆転 して い る。こ れ は ，

Y 方 向 の 方 が応答 ス ペ ク トル の ピー
ク が 長周期

側 に もあ る た めで あ る 。

　Y 方向に つ い ては，加振 5 にお い て最大せ ん

断力 に達 し ， 最大 は 7、27MN （ベ ー
ス シ ア係 数

0．99）で あっ た 。加振 5 に お い て は こ の 値をほ ぼ

維持 し，せ ん 断破壊 し た X1 通 り短柱お よ び X2

通 り連層 耐震壁か ら，X3 通 り長柱へ と負担せ ん

断 力が遷移 して い る こ とが推察 され る。次第に，

主た る水 平抵抗要素は X3 通 り長柱 の み とな り，

加振 6 に お い て 剛性 は著 し く低下 し，加 振 5 よ

りも小 さい 入力に対 して ，著 し く大 きな水平変

位を生 じて い る 。

4，ま とめ

　防災科学技術研究所 の 震動台 E・Defense に よ

る最初 の 鉄筋 コ ン ク リ
ー

ト建物実験 と して 6 層

壁 フ レ
ー

ム 構造 を選 択 し ，
2006 年 1 月 に震動 実

験を実施 し た 。実験で は ，1層の腰壁付短 柱 の せ

ん 断破壊，連層耐震壁 の 脚部の せ ん 断す べ り破

壊 を伴 い
， 試験体 は 1 層で層 崩壊 した。今後，

実験結果 の 詳細 な分析 を行 う予定 で ある。
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